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    都道府県知事 

各  指定都市市長  殿     

    中 核 市 市 長   

 

                                  厚生労働省社会・援護局 

                      障 害 保 健 福 祉 部 長            

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

「地域生活支援事業等の実施について」の一部改正について 

 

 

 

 地域生活支援事業等の実施について（平成１８年８月１日障発第０８０１００２

号当職通知）の一部を別添１及び別添２のとおり改正し、令和２年４月１日から適

用することとしたので通知する。 

 ついては、内容を御了知の上、都道府県においては管内市区町村へ周知されたい。 
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○「地域生活支援事業等の実施について」（平成１８年８月１日障発第０８０１００２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知） 

別紙１「地域生活支援事業実施要綱」新旧対照表【令和２年４月１日適用】 

 

改正後 現行 

別紙１ 

地域生活支援事業実施要綱 

 

１～７（同右） 

 

 

 

（別記１－１）～（別記１－10）（同右） 

 

（別記１－11） 

市町村任意事業実施要領 

 

市町村、特別区、一部事務組合及び広域連合は、市町村必須事業の

ほか、その判断により、この実施要領において定める障害者等が自立

した日常生活又は社会生活を営むために必要な事業を実施することが

できる。 

（注）（同右） 

 

１ 日常生活支援に関する事業 

（１）～（５）（同右） 

 

別紙１ 

地域生活支援事業実施要綱 

 

１～７（略） 

 

 

 

（別記１－１）～（別記１－10）（略） 

 

（別記１－11） 

市町村任意事業実施要領 

 

市町村、特別区、一部事務組合及び広域連合は、市町村必須事業の

ほか、その判断により、この実施要領において定める障害者等が自立

した日常生活又は社会生活を営むために必要な事業を実施することが

できる。 

（注）（略） 

 

１ 日常生活支援に関する事業 

（１）～（５）（略）  

 

（別添１） 
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（６） 巡回支援専門員整備 

ア・イ（同右） 

ウ 事業内容等 

（ア）（同右） 

（イ） 実施方法 

ａ・ｂ（同右） 

     ｃ 戸別訪問等 

ｂの取組みにおいて、助言等をした障害のある子ども

及びその家庭等に対して、引き続き見守り等が必要であ

ると判断した場合に、専門員が関係機関の担当者と連携

して、当該家庭への戸別訪問などを行い、継続的に支援

を行う。 

なお、より困難な事例を担当することが見込まれるた

め、専門員は障害児支援に関する知識及び相当の経験を

有する者等が望ましい。 

ｄ 関係機関との連携 

ケースに応じて、保育所等訪問支援等の適切な支援に

結びつけられるよう、障害児相談支援事業所や児童発達

支援等関係機関との連携強化に努める。 

また、発達障害者支援センターや児童相談所等の専門

機関による専門的な支援を行うことが適切な場合には、

速やかに専門機関につなぐなどの対応を行う。  

ｅ 専門性の確保 

専門員は、発達障害者支援センター等が実施する研修

（アセスメント手法、家族支援についての知識と技術、

子どもの発達支援に関わる知識と技術）を活用するなど

により、適切な専門性の確保に努める。 

 

（６） 巡回支援専門員整備 

ア・イ（略） 

ウ 事業内容等 

（ア）（略） 

（イ） 実施方法 

ａ・ｂ（略） 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ 関係機関との連携 

ケースに応じて、保育所等訪問支援等の適切な支援に

結びつけられるよう、障害児相談支援事業所や児童発達

支援等関係機関との連携強化に努める。 

また、発達障害者支援センターや児童相談所等の専門

機関による専門的な支援を行うことが適切な場合には、

速やかに専門機関につなぐなどの対応を行う。  

ｄ 専門性の確保 

専門員は、発達障害者支援センター等が実施する研修

（アセスメント手法、家族支援についての知識と技術、

子どもの発達支援に関わる知識と技術）を活用するなど

により、適切な専門性の確保に努める。 
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（７）・（８）（同右） 

 

（９） 児童発達支援センターの機能強化 

ア 目的 

地域における障害児等支援の基盤整備を進めるには、地域

の障害児等支援の拠点を整備する必要があるため、児童発達

支援センター等について、安定的な事業運営を図りつつ事業

内容の改善を行うことによる機能強化等を進めるほか、障害

福祉サービス事業所等による地域住民の相談等の対応及び啓

発等を図る。 

イ 実施主体 

市町村 

ウ 事業内容 

基本事業として、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、

障害者支援施設又は障害福祉サービス事業所（以下（９）に

おいて「対象事業所」という。）について、実施主体の計画的

な指導の下、個々の施設の特徴に応じて、多障害や支援困難

事例への対応や早期かつ専門的な対応といった機能強化等を

推進する。 

また、基本事業に加え、地域の障害児等支援の取組の充実

を図る事業や障害が疑われる児童等をサービスに繋げるため

の事業を選択して実施し、多様な地域支援を推進する。 

（ア） 基本事業 

基本事業は、ａからｃのいずれかを実施する対象事業

所を対象とする。なお、地域の実情に応じて一つの対象

事業所でａからｃの複数を実施することとしても差し支

えない。 

ａ 多障害等対応地域支援 

（７）・（８）（略） 

 

（新規） 
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対象事業所において、様々な障害の種別や障害の特性

に対応した専門的かつ適切な支援等を実施できるよう体

制整備を図り、また、適切な支援を行うことが困難な事

例に対応できるようにするための人材養成等（研修、マ

ニュアル作成、関係機関のネットワーク構築等）に取り

組む。 

ｂ  早期専門対応地域支援 

対象事業所において、障害の早期発見・早期支援に積

極的に取り組むことができるよう、従事職員の専門性の

向上を図るための研修等の実施や他の従事職員の指導を

行う立場の専門職員を配置することにより、支援技術等

の向上を図るための指導体制を確保する。 

ｃ 住民相談等対応地域支援 

対象事業所の地域に開かれた運営を促進する観点か

ら、相談や助言等を実施するための体制確保、介助や就

労訓練の体験を通じた地域交流会の開催、障害者が作成

した商品の商品展示会等の開催等を通じた地域住民の啓

発等を目的とした事業を実施する。 

（事業例） 

対象事業所周辺の地域住民等に対する当該事業所等

を利用する障害者の特性や必要な配慮等に関する普及

啓発の実施（説明会の実施やパンフレット配布、保護

者を含めた地域住民等からの障害者支援に関する相談

への対応や助言、及び事業所における介助や就労訓練

の体験、地域住民が参加できる行事の開催、地域のボ

ランティア受け入れの調整、商品展示会等の実施） 

（イ）  選択事業 

選択事業は、基本事業とあわせて実施する多様な地域
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支援の取組みとして、以下のａからｃのいずれかを対象

事業所が選択して実施することができる。なお、地域の

実情に応じて一つの対象事業所でａからｃの複数を実施

することとしても差し支えない。 

 

ａ  地域の障害児等支援の取組の充実を図る事業 

（事業例） 

・ 夏休み等の活動の場づくり（文化芸術活動、スポ

ーツ・レクリエーション活動の実施等） 

・ 学校入学前の障害児に対する集団適応ための指

導・訓練の実施 

・ 障害児の親に対する療育指導等の実施 

・ 乳幼児期からの早期療育や各ライフステージ毎に

必要な一般子ども施策（利用者支援事業、市区町村

子ども家庭総合支援拠点等）と連携した支援の提供 

等  

 

ｂ 障害が疑われる児童、ハイリスクな児童と家族のサポ

ートの事業 

（事業例） 

・ 産後の母親に対する相談等支援（新生児の段階で

障害が発見された場合の母親に対する相談等支援

等）  

・ 親子体験通園等の実施 

・ 障害児通所支援の専門性を活かして行う母子保健

事業や保育所や放課後児童クラブ等の従事者を対象

とした障害児支援に関する研修  

・ 母子保健施策や一般子ども施策からの、発達の気
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になる段階の子どもと家族の相談。また発達障害、

貧困、虐待等問題が複雑化しているハイリスクな子

どもと家族の相談 等 

 

ｃ 一定程度の知識と技量を有するソーシャルワーカーの

配置 

（配置するソーシャルワーカーの例） 

・１０年以上の児童に関する経験を持つ、心理士、社

会福祉士、保育士、児童指導員、作業療法士、理学

療法士、相談支援専門員 等 

（本事業の実施に伴い新規に配置した者でなくても

差し支えないが、専ら本事業のみに携わる時間に

限って補助対象となることに注意すること） 

 

２ 社会参加支援に関する事業 

（１）～（６）（同右） 

 

３ 就業・就労支援に関する事業 

（１）・（２）（同右） 

 

（３） 雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業 

ア 目的 

  重度障害者等（ウ（イ）に掲げる者をいう。以下同じ。）に対す

る就労支援として、雇用施策と福祉施策が連携し、通勤支援や職

場等における支援を実施する。 

 

イ 実施主体 

市町村、特別区、一部事務組合及び広域連合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 社会参加支援に関する事業 

（１）～（６）（略） 

 

３ 就業・就労支援に関する事業 

（１）・（２）（略） 

 

（新規） 
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ウ 事業内容 

（ア） 支援内容 

企業が重度障害者等を雇用するに当たり、障害者の雇用

の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）第 49 条

に規定する障害者雇用納付金制度に基づく助成金を活用し

ても当該重度障害者等の雇用継続に支障が残る場合や重度

障害者等が自営業者等として働く場合において、市町村等

が必要と認めたときに重度障害者等の通勤や職場等におけ

る支援を行う。 

（イ） 対象者 

    本事業の対象者は、重度訪問介護、同行援護又は行動援

護の支給決定を受けている者であって、原則当該市町村等

に居住地を有し、次のいずれかに該当するものとする。 

    ａ 民間企業（障害者の雇用の促進等に関する法律第 49条

第１項にある助成金の対象となる事業主をいう。以下同

じ。）に雇用される者であって、１週間の所定労働時間が

10時間以上のもの 

※ 原則、就業場所は問わない。 

※ 週所定労働時間 10時間未満の者であっても、当該年

度末までに当該企業が10時間以上に引き上げることを

目指すことが関係者による支援計画書において確認で

きた場合には対象とすることができる。 

※ 就労継続支援 A型事業所の利用者を除く。 

    ｂ 自営業者等（（イ）ａの対象者及び国家公務員、地方公

務員、国会議員、地方議会議員等の公務部門で雇用等さ

れる者その他これに準ずる者以外のものをいう。）であっ

て、当該自営等に従事することにより当該対象者の所得
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の向上が見込まれると市町村等が認めたもの 

     ※ 原則、就業場所は問わない。 

※ 自営業等に従事する時間が 1週間のうち 10時間以上

の者を対象とすることを基本とする。 

 

（ウ） 支援対象範囲 

（イ）ａの対象者の支援対象範囲は、通勤支援・職場等

における支援（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び

基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関す

る基準（平成 18年厚生労働省告示第 523号）において「通

勤、営業活動等の経済活動にかかる外出」として支給対象

外となる部分をいう。以下同じ。）であって、今後改正され

令和２年 10月１日から施行予定である、障害者の雇用の促

進等に関する法律第 49条第１項第４号又は第 5号に規定す

る助成金（障害者介助等助成金又は重度障害者等通勤対策

助成金）を活用しても当該対象者の雇用継続に支障が残る

ものとして当該対象者が勤務する民間企業及び関係者によ

る支援計画書において認められた部分（時間）とする。 

（イ）ｂの対象者の支援対象範囲は、通勤支援・職場等に

おける支援の部分（時間）とする。 

（エ） 支援を提供する者 

重度訪問介護、同行援護又は行動援護の事業を行う障害

福祉サービス事業者（以下「重度訪問介護等サービス事業

者」という。）であって、支援を提供するに相応しい者とし

て市町村等が認めたものとする。 

（オ） 支援方法 

 当該民間企業及び関係者が作成する支援計画書を伴った
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本事業の利用申請に基づき、市町村等において、（ウ）の支

援対象について、当該対象者が重度訪問介護等サービス事

業者から重度訪問介護、同行援護又は行動援護と同等のサ

ービスを受けることを基本としつつ、障害者雇用納付金に

基づく助成金の活用状況、障害者本人の状況、民間企業の

企業規模等を勘案した上で、支援の必要性や方法を判断す

ることとする。 

（カ） 費用単位等 

重度訪問介護、同行援護又は行動援護と同等のサービス

を受けることを支援する場合、その費用については、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サ

ービスに要する費用の額の算定に関する基準別表の所定単

位数に地域単価を乗じて算出した額を基本とする。 

また、障害者本人の負担については、市町村等の判断に

よるものとする。 

 

エ 留意事項 

ウ（イ）ａに掲げる者に対する支援に当たっては、民間企業

及び関係者（市町村等、障害者本人、重度訪問介護等サービス

事業者、障害者雇用納付金制度に基づく助成金に係る業務を行

う独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構その他地域の

関係者）が、適宜連携をして事業を実施することとする。 

また、上記のほか、支援計画書の作成方法その他本事業の実

施に当たって必要な事項については、別途通知する。 

 

【別添３】（同右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【別添３】（略） 
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（別記１－12）～（別記１－15）（同右） 

 

（別記１－16） 

広域的な支援事業実施要領 

 

１ 目的 

市区町村域を超えて広域的な支援を行い、障害者等が自立した日

常生活又は社会生活を営むことができるようにすることを目的とす

る。 

 

２ 実施事業 

（１） 都道府県相談支援体制整備事業（同右） 

 

（２） 精神障害者地域生活支援広域調整等事業 

ア 目的（同右） 

イ 実施主体 

（１） ２の（２）のウの別添１及び別添２の事業 

  都道府県、特別区及び保健所を設置している市町村 

（２） ２の（２）のウの別添３の事業 

  都道府県及び指定都市 

ウ 事業内容 

平成２６年３月３１日障発０３３１第２号厚生労働省社

会・援護局障害保健福祉部長通知「精神障害者地域生活支援

広域調整等事業の実施について」の別添１、別添２及び別添

３に基づき実施する事業。 

エ 留意事項（同右） 

 

（３） 発達障害者支援地域協議会による体制整備事業（同右） 

（別記１－12）～（別記１－15）（略） 

 

（別記１－16） 

広域的な支援事業実施要領 

 

１ 目的 

市区町村域を超えて広域的な支援を行い、障害者等が自立した日

常生活又は社会生活を営むことができるようにすることを目的とす

る。 

 

２ 実施事業 

（１） 都道府県相談支援体制整備事業（略） 

 

（２） 精神障害者地域生活支援広域調整等事業 

ア 目的（略） 

イ 実施主体 

  都道府県、特別区及び保健所を設置している市町村 

 

 

 

ウ 事業内容 

平成２６年３月３１日障発０３３１第２号厚生労働省社

会・援護局障害保健福祉部長通知「精神障害者地域生活支援

広域調整等事業の実施について」の別添１及び別添２に基づ

き実施する事業。 

エ 留意事項（略） 

 

（３） 発達障害者支援地域協議会による体制整備事業（略） 
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（別記１－17） 

サービス・相談支援者、指導者育成事業実施要領 

 

１ 目的（同右） 

 

２ 事業内容 

（１）～（４）（同右） 

 

（５） 障害者ピアサポート研修事業 

ア 目的 

自ら障害や疾病の経験を持ち、その経験を活かしながら、

他の障害や疾病のある障害者の支援を行うピアサポーター及

びピアサポーターの活用方法等を理解した障害福祉サービス

事業所等の管理者等の養成を図ることにより、障害福祉サー

ビス等における質の高いピアサポート活動の取組を支援する

ことを目的とする。 

イ 実施主体 

都道府県・指定都市 

ウ 事業内容 

令和２年３月６日障発０３０６第１２号厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部長通知「障害者ピアサポート研修事業

の実施について」に基づき実施する事業 

 

 

（別記１－17） 

サービス・相談支援者、指導者育成事業実施要領 

 

１ 目的（略） 

 

２ 事業内容 

（１）～（４）（略） 

 

（新規） 
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（６） 身体障害者・知的障害者相談員活動強化事業（同右） 

 

（７） 音声機能障害者発声訓練指導者養成事業（同右） 

 

（８） 精神障害関係従事者養成研修事業（同右） 

 

（９） 精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修事業（同

右） 

 

（１０） その他サービス・相談支援者、指導者育成事業 

ア・イ（同右） 

ウ 事業内容 

移動支援事業等に従事する者等の資質の向上のため実施す

る研修事業（（１）から（９）までに該当する事業を除く。）。 

 

３ 留意事項（同右） 

 

 

（別記１－18） 

都道府県任意事業実施要領 

 

都道府県等は、都道府県必須事業のほか、その判断により、この実

施要領において定める障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営

むために必要な事業を実施することができる。 

 

  

１ 日常生活支援に関する事業 

 

（５） 身体障害者・知的障害者相談員活動強化事業（略） 

 

（６） 音声機能障害者発声訓練指導者養成事業（略） 

 

（７） 精神障害関係従事者養成研修事業（略） 

 

（８） 精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修事業（略） 

 

 

（９） その他サービス・相談支援者、指導者育成事業 

ア・イ（略） 

ウ 事業内容 

移動支援事業等に従事する者等の資質の向上のため実施す

る研修事業（（１）から（８）までに該当する事業を除く。）。 

 

３ 留意事項（略） 

 

 

（別記１－18） 

都道府県任意事業実施要領 

 

都道府県等は、都道府県必須事業のほか、その判断により、この実

施要領において定める障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営

むために必要な事業を実施することができる。 

 

  

１ 日常生活支援に関する事業 
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（１）～（３）（同右） 

 

（４） 児童発達支援センターの機能強化 

ア・イ（同右） 

ウ 事業内容 

基本事業として、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、

障害者支援施設又は障害福祉サービス事業所（以下（４）に

おいて「対象事業所」という。）について、実施主体の計画的

な指導の下、個々の施設の特徴に応じて、多障害や支援困難

事例への対応や早期かつ専門的な対応といった機能強化等を

推進する。 

また、基本事業に加え、地域の障害児等支援の取組の充実

を図る事業や障害が疑われる児童等をサービスに繋げるため

の事業を選択して実施し、多様な地域支援を推進する。 

（ア）（同右） 

（イ）  選択事業 

選択事業は、基本事業とあわせて実施する多様な地域

支援の取組みとして、以下のａからｃのいずれかを対象

事業所が選択して実施することができる。なお、地域の

実情に応じて一つの対象事業所でａからｃの複数を実施

することとしても差し支えない。 

 

ａ  地域の障害児等支援の取組の充実を図る事業 

（事業例） 

・ 夏休み等の活動の場づくり（文化芸術活動、スポ

ーツ・レクリエーション活動の実施等） 

・ 学校入学前の障害児に対する集団適応ための指

導・訓練の実施 

（１）～（３）（略） 

 

（４） 児童発達支援センター等の機能強化等 

ア・イ（略） 

ウ 事業内容 

基本事業として、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、

障害者支援施設又は障害福祉サービス事業所（以下（４）に

おいて「対象事業所」という。）について、実施主体の計画的

な指導の下、個々の施設の特徴に応じて、多障害や支援困難

事例への対応や早期かつ専門的な対応といった機能強化等を

推進する。 

また、基本事業に加え、地域の障害児等支援の取組の充実

を図る事業や障害が疑われる児童等をサービスに繋げるため

の事業を選択して実施し、多様な地域支援を推進する。 

（ア）（略） 

（イ）  選択事業 

選択事業は、基本事業とあわせて実施する多様な地域

支援の取組みとして、以下のａ及びｂの中から対象事業

所が選択して実施することができる。 

 

 

 

ａ  地域の障害児等支援の取組の充実を図る事業 

（事業例） 

・ 夏休み等の活動の場づくり（文化芸術活動、スポ

ーツ・レクリエーション活動の実施等） 

・ 学校入学前の障害児に対する集団適応ための指

導・訓練の実施 
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・ 障害児の親に対する療育指導等の実施  

・ 乳幼児期からの早期療育や各ライフステージ毎に

必要な一般子ども施策（利用者支援事業、市区町村

子ども家庭総合支援拠点等）と連携した支援の提供 

等  

 

ｂ 障害が疑われる児童、ハイリスクな児童と家族のサポ

ートの事業 

（事業例） 

・ 産後の母親に対する相談等支援（新生児の段階で

障害が発見された場合の母親に対する相談等支援

等）  

・ 親子体験通園等の実施 

・ 障害児通所支援の専門性を活かして行う母子保健

事業や保育所や放課後児童クラブ等の従事者を対象

とした障害児支援に関する研修  

・ 母子保健施策や一般子ども施策からの、発達の気

になる段階の子どもと家族の相談。また発達障害、

貧困、虐待等問題が複雑化しているハイリスクな子

どもと家族の相談 等 

 

ｃ 一定程度の知識と技量を有するソーシャルワーカーの

配置 

（配置するソーシャルワーカーの例） 

・１０年以上の児童に関する経験を持つ、心理士、社

会福祉士、保育士、児童指導員、作業療法士、理学

療法士、相談支援専門員 等 

（本事業の実施に伴い新規に配置した者でなくても差

・ 障害児の親に対する療育指導等の実施 

・ 乳幼児期からの早期療育や各ライフステージ毎に

必要な支援の連携した提供  

 

 等 

 

ｂ 障害が疑われる児童等をサービスに繋げるための事業 

 

（事業例） 

・ 産後の母親に対する相談等支援（新生児の段階で

障害が発見された場合の母親に対する相談等支援

等）  

・ 親子体験通園等の実施 

・ 障害児通所支援の専門性を活かして行う母子保健

事業や保育所や放課後児童クラブ等の従事者を対象

とした障害児支援に関する研修 等 

（新規） 

 

 

 

 

（新規） 
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し支えないが、専ら本事業のみに携わる時間に限っ

て補助対象となることに注意すること） 

 

（５）～（７）（同右）  

 

２ 社会参加支援に関する事業 

（１）～（９）（同右） 

 

（10） 障害者自立（いきいき）支援機器普及アンテナ事業 

ア 目的 

地域において、障害者等や支援者、行政職員、医療福祉専

門職、その他開発企業等の関係者らが連携した上で、障害者

等の支援機器（福祉用具や日常生活用具等含む）に関する相

談窓口の設置や利活用事例の普及等を図ることにより、支援

機器を活用した障害者等の自立と社会参加の促進を図ること

を目的とする。 

イ 実施主体（同右） 

ウ 事業内容 

支援機器に関する相談窓口を設置し、地域における関係機

関と連携を図りながら、課題の解決及び利活用事例の普及を

図る。なお、実施に当たっては、全体を統括するプロジェク

トマネージャー（障害福祉分野及び支援機器に関する専門的

な知識や経験を有する者）を配置すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）～（７）（略） 

 

２ 社会参加支援に関する事業 

（１）～（９）（略） 

 

（10） 障害者自立（いきいき）支援機器普及アンテナ事業 

ア 目的 

地域において障害者等の支援機器に関して、障害者等や支

援者、行政職員、その他開発企業等の関係者が連携した上で、

支援機器の展示等の実施、医療福祉専門職（理学療法士・作

業療法士等）による支援機器の利活用事例の普及等を図るこ

とにより、支援機器を活用した障害者等の自立と社会参加の

促進を図ることを目的とする。 

イ 実施主体（略） 

ウ 事業内容 

全体を統括するプロジェクトマネージャー（障害福祉分野

及び支援機器に関する専門的な知識や経験を有する者）を配

置し、次の（ア）から（ウ）までに掲げる事業を実施する。 

（ア） 相談窓口の設置等 

障害者等や家族、支援者等から支援機器の相談を受け、

関係機関と連携を図りながら、適切な支援機器の活用に

より課題解決を図る。 

（イ） 支援機器のニーズへの対応 

支援機器に関する相談等を通して、地域のニーズや課

題を把握し、支援機器についての情報収集を行うととも
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エ 留意事項 

（ア） 事業実施に当たっては、医療福祉施設、更生相談所、

取扱事業者等、地域の関係機関と連携に努めることとし、

試用品や展示品等の確保の際は、既存の社会資源を活用

しても差し支えない。 

（削除） 

 

 

 

（イ） 専門的知見を有する機関への委託または補助を可能と

する。 

（ウ） 支援機器に関する相談等を通して把握した地域のニー

ズや課題等については、国へ情報提供をお願いすることが

ある。 

 

 

（11） 企業ＣＳＲ連携促進（同右） 

に、開発企業・取扱事業者等と連携し、ニーズ等への対

応を行う。 

また、医療福祉専門職（理学療法士・作業療法士等）

による医療機関・障害福祉サービス事業所等に対する訪

問等により、支援機器の利活用事例を普及する。 

（ウ） 地域の関係機関のネットワーク構築等 

支援機器の利用希望者が試用できる機会を提供し、よ

り適切な機器の選定が可能となるよう、医療福祉施設、

更生相談所、取扱事業者等のネットワークの構築及びそ

の紹介を行うとともに、支援機器に関する情報発信を行

う。 

エ 留意事項 

（ア） 事業実施に当たっては、情報収集を行い、試用品や展

示品等を確保するため、地域における関係機関との連携

体制を構築すること。 

 

（イ） 事業を実施する際は、地域の医療福祉施設やリハビリ

テーションセンター、各都道府県等の医療福祉専門職等

の職能団体、既存の介護分野の取組等の社会資源を活用

しても差し支えない。 

（ウ） 専門的知見を有する機関への委託または補助を可能と

する。 

（エ） 本事業で把握した情報（ニーズ、課題、地域資源等）

は、別途報告を求めることがあるため、その記録を保存

しておくこと。また、国が実施する障害者自立支援機器

等開発促進事業との連携をお願いすることがある。 

 

（11） 企業ＣＳＲ連携促進（略） 
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３ 就業・就労支援に関する事業（同右） 

 

４ 重度障害者に係る市町村特別支援（同右） 

 

５ 障害福祉のしごと魅力発信事業 

（１） 目的 

   障害福祉サービス等利用者は年々増加している一方、サービス

提供を行う福祉・介護職員（直接処遇職員）の人材不足について、

関係団体等からも声が上がっている。 

障害福祉の職場について理解を促進するための障害福祉就職フ

ェア等を行い、障害福祉に対して抱いているイメージを変えるこ

とで、障害福祉分野への多様な人材の参入促進を図る。 

 

（２） 実施主体 

都道府県 

 

（３） 事業内容 

小中高生、福祉系大学の学生・教員、働く意欲のあるアクティ

ブシニア等を主なターゲットとし、地域の福祉人材センター、ハ

ローワーク、社会福祉法人、企業、学校などの多様な関係団体と

連携しつつ、障害福祉現場の人材不足解消に寄与するようなイベ

ントを開催する。 

 ア  事業例 

    ・ 地域の法人等による就職者向けセミナーや相談会 

    ・ 介護士などのモデル的な支援の体験講座 

 

３ 就業・就労支援に関する事業（略） 

 

４ 重度障害者に係る市町村特別支援（略） 

 

（新規） 
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 イ  委託先、連携先例 

    ・ 都道府県福祉人材センターバンク 

    ・ 都道府県社会福祉協議会 

    ・ 都道府県労働局（ハローワーク等） 

    ・ 地域の社会福祉法人、企業、学校など 

 

（４） 厚生労働省への報告 

   実施主体は、（３）に定める事業内容の実施状況について、別に

定めるところにより報告書を作成し厚生労働省に報告する。 

 

（別記１－19）（同右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記１－19）（略） 
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○「地域生活支援事業等の実施について」（平成１８年８月１日障発第０８０１００２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知） 

別紙２「地域生活支援促進事業実施要綱」新旧対照表【令和２年４月１日適用】 

 

改正後 現行 

別 紙 ２ 

 

地域生活支援促進事業実施要綱 

 

１・２（同右） 

 

３ 事業の種類 

（１） 都道府県地域生活支援促進事業 

実施主体は、次のアからハまでに掲げる事業を実施するこ

とができるものとする。 

なお、実施に当たっては、実施主体が適当と認める団体等

（地方公共団体を除く。ただし、実施主体である都道府県が

指定都市又は中核市が事業を実施することが適当と認める場

合は当該指定都市又は中核市を含む。）に事業の全部又は一部

を委託することができるものとする。 

ア～オ（同右） 

カ 工賃向上計画支援等事業  

（ア） 基本事業 

  ａ 工賃等向上事業 

就労継続支援事業所等に対する経営改善や商品開発等

に対する支援を行う事業。 

別 紙 ２ 

 

地域生活支援促進事業実施要綱 

 

１・２（略） 

 

３ 事業の種類 

（１） 都道府県地域生活支援促進事業 

実施主体は、次のアからネまでに掲げる事業を実施するこ

とができるものとする。 

なお、実施に当たっては、実施主体が適当と認める団体等

（地方公共団体を除く。ただし、実施主体である都道府県が

指定都市又は中核市が事業を実施することが適当と認める場

合は当該指定都市又は中核市を含む。）に事業の全部又は一部

を委託することができるものとする。 

ア～オ（略） 

カ 工賃向上計画支援等事業 

（ア） 基本事業 

就労継続支援事業所等に対する経営改善や商品開発等

に対する支援を行う事業。 

 

（別添２） 



2 

 

 ｂ 共同受注窓口の機能強化事業 

  企業と就労継続支援事業所等との受発注のマッチング

を促進するため、全都道府県における共同受注窓口の機

能強化などを行う事業。 

ｃ 在宅就業マッチング支援等事業 

  在宅障害者に対するＩＣＴを活用した就業支援体制の

構築、販路開拓等の支援を行う事業。 

ｄ 社会福祉法人、公益社団法人、公益財団法人又は特定

非営利活動法人等（以下「社会福祉法人等」という。）が

実施するｃに掲げる事業に対し補助する事業。 

（イ） 特別事業 

農福連携マルシェの開催や障害者就労支援施設等へ農

業に関する専門家派遣等を行う事業。 

 

 

 

 

 

 

     キ～ナ（同右） 

ニ 地域生活支援事業の効果的な取組推進事業  

 

地域生活支援事業の実態把握調査及び効果的な取組の実施 

を推進する事業。 

ヌ・ネ（同右） 

   ノ 地域における読書バリアフリー体制強化事業 

     視覚障害者等の読書環境の整備を図る事業。 

    ハ 聴覚障害児支援中核機能モデル事業      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 特別事業 

ａ 共同受注窓口による情報提供体制の整備、農福連携マ

ルシェの開催や障害者就労支援施設等へ農業に関する専

門家派遣等を行う事業。 

ｂ 在宅障害者に対するＩＣＴを活用した就業支援体制を

構築するモデル事業。 

ｃ 社会福祉法人、公益社団法人、公益財団法人又は特定

非営利活動法人等（以下「社会福祉法人等」という。）が

実施するｂに掲げる事業に対し補助する事業。 

キ～ナ（略） 

ニ 地域のニーズに基づく効果的な地域生活支援事業実施のた 

めの実態把握事業 

地域生活支援事業の効果的実施を図るための実態把握等を 

行う事業。 

ヌ・ネ（略） 

（新規） 

 

（新規） 
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        聴覚障害児への支援について、地方自治体の体制整備及び 

聴覚障害児とその家族に対する切れ目のない支援を実施する 

事業。 

（２） 市町村地域生活支援促進事業 

実施主体は、次のアからキまでに掲げる事業を実施するこ

とができるものとする。 

なお、実施に当たっては事業の実施主体が適当と認める団

体等（地方公共団体を除く。）に事業の全部又は一部を委託す

ることができるものとし、広域的な事業展開のため複数の実

施主体が連携することができるものとする。 

ア～オ（同右） 

カ 地域生活支援事業の効果的な取組推進事業 

   

  地域生活支援事業の実態把握調査及び効果的な取組の実施を 

推進する事業。 

キ（同右） 

（３） 特別促進事業（同右） 

 

４ 事業の実施 

各事業の実施は、事業ごとに定める次に掲げる実施要領による。 

（１） 都道府県地域生活支援促進事業 

ア～ナ（同右） 

ニ 地域生活支援事業の効果的な取組推進事業実施要領（別記

２－22） 

ヌ・ネ（同右） 

ノ 地域における読書バリアフリー体制強化事業実施要領（別 

記２-26） 

ハ 聴覚障害児支援中核機能モデル事業実施要領（別記２-27） 

 

 

 

（２） 市町村地域生活支援促進事業 

実施主体は、次のアからキまでに掲げる事業を実施するこ

とができるものとする。 

なお、実施に当たっては事業の実施主体が適当と認める団

体等（地方公共団体を除く。）に事業の全部又は一部を委託す

ることができるものとし、広域的な事業展開のため複数の実

施主体が連携することができるものとする。 

ア～オ（略） 

カ 地域のニーズに基づく効果的な地域生活支援事業実施のた 

めの実態把握事業 

地域生活支援事業の効果的実施を図るための実態把握等を 

実施する事業。 

キ（略） 

（３） 特別促進事業（略） 

 

４ 事業の実施 

各事業の実施は、事業ごとに定める次に掲げる実施要領による。 

（１） 都道府県地域生活支援促進事業 

ア～ナ（略） 

ニ 地域のニーズに基づく効果的な地域生活支援事業実施のた 

めの実態把握事業実施要領（別記２－22） 

   ヌ・ネ（略） 

（新規） 

 

（新規） 
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（２） 市町村地域生活支援促進事業 

ア～オ（同右） 

カ 地域生活支援事業の効果的な取組推進事業実施要領（別記

２－22） 

キ （同右） 

（３）特別促進事業（別記２－28） 

 

５～７（同右） 

 

（別記２－１）～（別記２－７）（同右） 

 

（別記２－８） 

障害者芸術・文化祭開催事業実施要領 

 

１ 目的 

  障害者芸術・文化祭（平成１３年５月３１日付障発第２４１号厚

生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知「障害者芸術・文化祭

の開催について」の別添「障害者芸術・文化祭開催要綱」に基づき

開催される障害者芸術・文化祭をいい、以下この実施要領において

「芸術・文化祭」という。）を開催することにより、全ての障害者の

芸術文化活動ヘの参加を通じて、障害者の生活を豊かにするととも

に、国民の障害ヘの理解と認識を深め、障害者の自立と社会参加の

促進に寄与することを目的とする。 

 

２ 実施主体 

当該年度における芸術・文化祭の開催地である都道府県（以下こ

の実施要領において「開催都道府県」という。） 

 

（２） 市町村地域生活支援促進事業 

ア～オ（略） 

カ 地域のニーズに基づく効果的な地域生活支援事業実施のた 

めの実態把握事業実施要領（別記２－22） 

キ （略） 

（３）特別促進事業（別記２－26） 

 

５～７（略） 

 

（別記２－１）～（別記２－７）（略） 

 

（別記２－８） 

障害者芸術・文化祭開催事業実施要領 

 

１ 目的 

  障害者芸術・文化祭（平成１３年５月３１日付障発第２４１号厚

生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知「障害者芸術・文化祭

の開催について」の別添「障害者芸術・文化祭開催要綱」に基づき

開催される障害者芸術・文化祭をいい、以下この実施要領において

「芸術・文化祭」という。）を開催することにより、全ての障害者の

芸術及び文化活動ヘの参加を通じて、障害者の生活を豊かにすると

ともに、国民の障害ヘの理解と認識を深め、障害者の自立と社会参

加の促進に寄与することを目的とする。 

 

２ 実施主体 

当該年度における芸術・文化祭の開催地である都道府県（以下こ

の実施要領において「開催地都道府県」という。） 
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３ 主催 

（１） 芸術・文化祭は、厚生労働省、開催都道府県、開催市町村、

障害者関係団体等の主催により開催することとし、その代表

は開催都道府県とする。 

（削除） 

 

 

４ 都道府県実行委員会 

（１） 開催都道府県は、芸術・文化祭に必要な企画及び実施のた

め、実行委員会を組織する。 

（２） 実行委員会の組織及び運営方法は、開催都道府県が定める。 

 

 

５ 開催地等（同右） 

 

６ 事業内容 

（１） 芸術・文化祭は、文芸、美術、音楽、演劇等の分野で構成

する。 

（２） 開催都道府県にコーディネーターの配置等を行うことによ

り、各地域で障害者の芸術・文化活動の推進を目的としてサ

テライト開催される芸術・文化祭等と連携・連動した大会と

するための体制整備を図る。 

 

（削除） 

 

 

 

 

３ 主催 

（１） 芸術・文化祭は、厚生労働省、開催地都道府県、開催地市

町村、障害者関係団体等の共催により開催することとし、そ

の代表は開催地都道府県とする。 

（２） 必要に応じ、関係省庁、関係団体、民間企業等の後援又は

協賛を求める。 

 

４ 都道府県実行委員会 

（１） 開催地都道府県は、芸術・文化祭に必要な企画及び実施の

ため、実行委員会を組織する。 

（２） 実行委員会の組織及び運営方法は、開催地都道府県が定め

る。 

 

５ 開催地等（略） 

 

６ 事業内容 

（１） 芸術・文化祭は、文芸、美術、音楽、演劇等の分野で構成

する。 

（２） 開催地都道府県にコーディネーターの配置等を行うことに

より、各地域で障害者の芸術・文化活動の推進を目的として

サテライト開催される芸術・文化祭等と連携・連動した大会

とするための体制整備を図る。 

 

７ 実施要綱 

毎年の芸術・文化祭の詳細を定める実施要綱は、平成１３年５月

３１日付障発第２４１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長

通知「障害者芸術・文化祭の開催について」の別添「障害者芸術・

文化祭開催要綱」に則り、概ね開催１年前に開催地都道府県が厚生
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（削除） 

 

 

 

 

 

（別記２－９） 

障害者芸術・文化祭のサテライト開催事業実施要領 

 

１ 目的（同右） 

 

２ 実施主体 

都道府県（当該年度における障害者芸術・文化祭（平成１３年５

月３１日付障発第２４１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

長通知「障害者芸術・文化祭の開催について」の別添「障害者芸術・

文化祭開催要綱」に基づき開催される障害者芸術・文化祭をいう。

以下この実施要領において同じ。）の開催都道府県を除く。） 

 

３ 事業内容 

（１） 障害者芸術・文化祭と連携・連動して、障害者の芸術・文

化活動の推進を目的として地域で開催される芸術・文化祭、

展示、舞台公演又はフェスティバル等を実施する。 

 

 

（２） 文芸、美術、音楽、演劇等の分野で構成する。 

 

 

４ 留意事項 

労働省と協議してこれを決定する。 

 

８ 留意事項 

芸術・文化祭の呼称については、開催地名の追加等は差し支えな

いが、広報物等における略称表記は行わないこと。 

 

 

（別記２－９） 

障害者芸術・文化祭のサテライト開催事業実施要領 

 

１ 目的（略） 

 

２ 実施主体 

都道府県（当該年度における障害者芸術・文化祭（平成１３年５

月３１日付障発第２４１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

長通知「障害者芸術・文化祭の開催について」の別添「障害者芸術・

文化祭開催要綱」に基づき開催される障害者芸術・文化祭をいう。

以下この実施要領において同じ。）の開催地である都道府県を除く。） 

 

３ 事業内容 

（１） サテライト型障害者芸術・文化祭等（障害者芸術・文化祭

と連携・連動して、障害者の芸術・文化活動の推進を目的と

して地域で開催される芸術・文化祭、展示会、舞台公演又は

フェスティバル等をいう。以下この実施要領において同じ。）

を開催する。 

（２） サテライト型障害者芸術・文化祭等は、文芸、美術、音楽、

演劇等の分野で構成する。 

 

４ 留意事項 
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（１） 事業の開催期間は、概ね２日以上とする。 

 

（２） 事業の開催に当たっては、外部の専門家や地域の有識者等 

の意見を取り入れるための仕組みとして実行委員会等を組織

し、地域のニーズの把握や効果的な企画の立案等を行うこと。 

 

（３） 障害者芸術・文化祭の開催都道府県に配置するコーディネ

ーター等との連携を図ること。 

（４）（同右） 

 

（別記２－10）～（別記２－18）(同右) 

 

（別記２－19） 

発達障害児者及び家族等支援事業実施要領 

 

１ 目的 

ペアレントメンターの養成や活動の支援、ペアレントプログラム、

ペアレントトレーニングの導入、ピアサポートの推進及び青年期の

居場所作り等を行い、発達障害児者及びその家族に対する支援体制

の構築を図る。 

 

２・３（同右） 

  

（別記２－20）（同右） 

 

 

（１） サテライト型障害者芸術・文化祭等の開催期間は、休日等

を含んで概ね２日以上とする。 

（２） サテライト型障害者芸術・文化祭等の開催に当たっては、

外部の専門家や地域の有識者等の意見を取り入れるための仕

組みとして実行委員会等を組織し、地域のニーズの把握や効

果的な企画の立案等を行うこと。 

（３） 障害者芸術・文化祭の開催地である都道府県に配置するコ

ーディネーター等との連携を図ること。 

（４）（略） 

 

（別記２－10）～（別記２－18）（略） 

 

（別記２－19） 

発達障害児者及び家族等支援事業実施要領 

 

１ 目的 

ペアレントメンターの養成や活動の支援、ペアレントプログラム、

ペアレントトレーニングの導入及びピアサポートの推進等を行い、

発達障害児者及びその家族に対する支援体制の構築を図る。 

 

 

２・３（略） 

 

（別記２－20）（略） 
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（別記２－21） 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業実施要領 

 

１ 目的 

精神疾患は全ての人にとって身近な病気であり、精神障害の有無

や程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことができ

るような地域づくりを進める必要がある。 

また、このような地域づくりを進めるにあたっては、精神科医療

機関や地域援助事業者による努力だけでは限界があり、自治体を中

心とした地域精神保健医療福祉の一体的な取組の推進に加えて、地

域住民の協力を得ながら、差別や偏見のない、あらゆる人が共生で

きる包摂的（インクルーシブ）な社会を構築していく必要がある。 

 

このため、精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮

らしをすることができるよう、「精神障害にも対応した地域包括ケア

システム」（以下「地域包括ケアシステム」という。）の構築を進め

る。具体的には、本事業を実施する圏域ごとの保健・医療・福祉関

係者による協議の場を通じて、精神科医療機関、その他の医療機関、

地域援助事業者、市町村における障害保健福祉の担当部局、保健所、

都道府県における精神科医療及び障害保健福祉の担当部局等の関係

者間の顔の見える関係を構築し、地域の課題を共有化した上で、地

域包括ケアシステムの構築に資する取組を推進する。 

 

（別記２－21） 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業実施要領 

 

１ 目的 

精神疾患は全ての人にとって身近な病気であり、精神障害の有無

や程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことができ

るような地域づくりを進める必要がある。 

また、長期入院精神障害者の地域移行を進めるにあたっては、精

神科病院や地域援助事業者による努力だけでは限界があり、自治体

を中心とした地域精神保健医療福祉の一体的な取組の推進に加え

て、地域住民の協力を得ながら、差別や偏見のない、あらゆる人が

共生できる包摂的（インクルーシブ）な社会を構築していく必要が

ある。 

このため、精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい

暮らしをすることができるよう、「精神障害にも対応した地域包括ケ

アシステム」（以下「包括ケアシステム」という。）の構築を進める。

具体的には、障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者によ

る協議の場を通じて、精神科病院、その他の医療機関、地域援助事

業者、市町村における障害保健福祉の担当部局、保健所、都道府県

における精神科医療及び障害保健福祉の担当部局等の関係者間の顔

の見える関係を構築し、地域の課題を共有化した上で、包括ケアシ

ステムの構築に資する取組を推進する。 
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２ 実施主体 

都道府県、市町村（保健所を設置しているものに限る。）及び特別

区（以下この実施要領において「都道府県等」という。） 

※３（９）の事業メニューに関しては、都道府県及び指定都市に

限る。 

 

３ 事業内容等 

（１） 保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置 

都道府県等は、事業を実施する圏域において、「保健・医療・

福祉関係者による協議の場」（以下「協議の場」という。）を

設置すること。既存の協議会（障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号）第８９条の３第１項に規定する「（自立支援）協議会」を

いう。）の専門部会又はそれと同等の既存の組織を協議の場と

して位置づけることは差し支えない。 

 

（ア） 協議の場の参加者について 

保健・医療・福祉関係者については、都道府県等の実

情に応じ選定できるが、参加者としては次の者の参加が

望ましい。 

ａ～d(同右) 

ｅ 医療関係者：精神科医療機関、その他の医療機関、訪

問看護ステーション等の医師、看護師、精神保健福祉士、

２ 実施主体 

都道府県、市町村（保健所を設置しているものに限る。）及び特別

区（以下この実施要領において「都道府県等」という。） 

 

 

 

３ 事業内容等 

（１） 保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置 

都道府県等は、事業を実施する圏域（障害保健福祉圏域を

原則とする。）において、「保健・医療・福祉関係者による協

議の場」（以下「協議の場」という。）を設置すること。既存

の協議会（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７年法律第１２３号）第８９条の３第

１項に規定する「（自立支援）協議会」をいう。）の専門部会

又はそれと同等の既存の組織を協議の場として位置づけるこ

とは差し支えない。 

（ア） 協議の場の参加者について 

保健・医療・福祉関係者については、都道府県等の実

情に応じ選定できるが、参加者としては次の者の参加が

望ましい。 

ａ～d（略） 

ｅ 医療関係者：精神科病院、その他の医療機関、訪問看

護ステーション等の医師、看護師、精神保健福祉士、作
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作業療法士等 

ｆ（同右） 

ｇ 精神障害当事者及びその家族 

ｈ その他の関係者：関係機関、関係団体、障害者等の福

祉、医療、教育又は雇用に関連する職務に従事する者等 

 

（イ） 協議の場における協議内容について 

地域包括ケアシステムの構築に資するよう、地域アセ

スメント（地域の現状分析）を実施し、その結果を共有

の上、具体的な目標を設定すること。 

（協議内容の例） 

ａ 普及啓発に係る事項 

 

ｂ 精神障害者の家族支援に係る事項 

 

ｃ 精神障害者の住まいの確保支援に係る事項（共同生活

援助事業所の整備を含む。） 

ｄ ピアサポートの活用に係る事項（ピアサポーターの養

成を含む。） 

ｅ アウトリーチ支援に係る事項 

 

ｆ 措置入院者及び緊急措置入院者の退院後の医療等の継

続支援に係る事項 

業療法士等 

ｆ（略） 

(新規) 

ｇ その他の関係者：関係機関、関係団体、精神障害当事

者及びその家族、障害者等の福祉、医療、教育又は雇用

に関連する職務に従事する者等 

（イ） 協議の場における協議内容について 

協議内容は、地域の課題を共有化した上で、包括ケア

システムの構築に資する内容であること。 

 

（協議内容の例） 

ａ 精神障害者の住まいの確保支援に係る事項（共同生活

援助事業所の整備を含む。） 

ｂ ピアサポートの活用に係る事項（ピアサポーターの養

成を含む。） 

ｃ アウトリーチ支援に係る事項 

 

ｄ 措置入院者の退院後の医療等の継続支援に係る事項 

 

ｅ 入院中の精神障害者の地域移行に係る事項（地域移行

支援の活用促進を含む。） 

ｆ 精神障害者の家族支援に係る事項 
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ｇ 構築推進サポーターの活用に係る事項 

ｈ 精神医療相談に係る事項 

ｉ 医療連携体制の構築に係る事項 

ｊ 精神障害者の地域移行・地域定着関係職員に対する研

修に係る事項 

ｋ 入院中の精神障害者の地域生活支援に係る事項（地域

移行支援の活用促進を含む。） 

ｌ 地域包括ケアシステムの構築状況の評価に係る事項 

ｍ その他（地域包括ケアシステムの構築に資する事項） 

（ウ） 協議の場の開催について 

協議の場については、必ず開催すること。なお、協議

の場の開催頻度については、都道府県等の実情に応じて

決定すること。事業内容の評価や地域包括ケアシステム

の構築状況の評価ができるように、協議の場を運営する

こと。 

（２） 普及啓発に係る事業 

都道府県等は、各地域におけるシンポジウムやフォーラム

の開催など普及啓発事業の実施により、精神障害に対する地

域住民の理解を深めるよう努めること。 

 

 

 

 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

ｇ 精神障害者の地域移行関係職員に対する研修に係る事

項 

ｈ 包括ケアシステムの構築状況の評価に係る事項 

 

ｉ 普及啓発に係る事項 

ｊ その他（包括ケアシステムの構築に資する事項） 

（ウ） 協議の場の開催について 

協議の場の開催頻度は、四半期に１回程度とすること

が望ましいが、合理的な理由があればこの限りでない。

事業内容の評価や包括ケアシステムの構築状況の評価が

できるように、協議の場を運営すること。 

 

（２） 精神障害者の住まいの確保支援に係る事業 

都道府県等は、居住支援協議会の積極的な活用及び連携等

により、精神障害者の住まいの確保支援の体制整備に努める

こと。具体的な例として、精神障害者が入居しやすい民間賃

貸住宅情報の提供システムの構築や空き部屋のマッチングシ

ステムの構築、公営住宅の入居促進、公的保証人制度の構築

等がある。この際、障害福祉計画等に示す１年以上の長期入

院患者の入院需要及び地域への移行に伴う基盤整備量を考慮
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（３） 精神障害者の家族支援に係る事業 

都道府県等は、精神障害者の家族が地域包括ケアシステム

に対する理解を深めるとともに、家族が安心して、精神障害

者本人に対する支援ができるよう、家族支援に努めること。 

なお、実施においては、以下の点に留意すること。 

ア 相談等を通じて家族のニーズを把握すること。その上で、

精神障害者の家族が抱える課題を整理して、それぞれのニ

ーズに合った支援を行うよう努めること。 

イ 協議の場等を活用し、精神障害者の家族が抱える課題等

を共有化するよう努めること。 

ウ 地域包括ケアシステムの構築に向けた課題等について、

保健・医療・福祉関係者と家族が互いに理解できるような

機会（合同研修会等）を設けるよう努めること。 

エ 家族会等の組織育成支援にあたっては、家族会を後方支

援できるようなネットワークづくりに努めること。 

（４） 精神障害者の住まいの確保支援に係る事業 

都道府県等は、居住支援協議会の積極的な活用及び連携等

により、精神障害者の住まいの確保支援の体制整備に努める

こと。具体的な例として、精神障害者が入居しやすい民間賃

貸住宅情報の提供システムの構築や空き部屋のマッチングシ

ステムの構築、公営住宅の入居促進、公的保証人制度の構築

するとともに、民間賃貸住宅への入居中の生活安定のための

支援体制の構築も合わせて検討することが望ましい。 

（３） ピアサポートの活用に係る事業 

都道府県等は、精神科病院等に入院中の患者の地域移行や

精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしを

することができるよう、精神障害者の視点を重視した支援を

充実する観点や精神障害者が自らの疾患や病状について正し

く理解することを促す観点からピアサポーターを養成する

等、ピアサポートの活用を推進するための体制整備に努める

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

（４） アウトリーチ支援に係る事業 

都道府県等は、精神障害者の地域生活を支援するため、多

職種による訪問支援（以下この実施要領において「アウトリ

ーチ支援」という。）を行い、支援対象者及びその家族等（以

下この実施要領において「対象者」という。）の状態等に応じ

て、必要な支援が適切に提供される体制の整備に努めること。
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等がある。この際、障害福祉計画等に示す１年以上の長期入

院患者の入院需要及び地域への移行に伴う基盤整備量を考慮

するとともに、民間賃貸住宅への入居中の生活安定のための

支援体制の構築も併せて検討することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） ピアサポートの活用に係る事業 

都道府県等は、精神障害者が地域の一員として安心して自

また、個別の支援を通じて、保健・医療・福祉の連携による

重層的な支援体制の構築を図ること。 

実施主体において、アウトリーチ支援の実施が有効である

と判断した対象者に対して実施するものとする。 

（対象者の例） 

・ 精神疾患が疑われる未治療者 

・ 精神科医療の中断者 

・ ひきこもりの精神障害者 

・ 精神科病院への入退院を繰り返す者 

・ 精神疾患による長期（概ね１年以上）入院後の退院者 

・ アウトリーチ支援が有効であると実施主体が判断した

者 

アウトリーチ支援を行うにあたっては、多職種による訪問

支援が行える体制を整備すること。その際、精神科医師と十

分に連携が図れる体制をとること。 

新規導入者の選定、概ね６ヶ月時点における支援内容の評

価、終了者の検討については、都道府県等（保健所、精神保

健福祉センタ－等）及び支援者等が参画したケース・カンフ

ァレンスを開催すること。 

また、新規者、概ね６ヶ月時点での状況、終了者について

は、事業の実施主体である都道府県等へ報告すること。 

（５） 措置入院者及び緊急措置入院者の退院後の医療等の継続支

援に係る事業 
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分らしい暮らしをすることができるよう、精神障害者の視点

を重視した支援を充実する観点や精神障害者が自らの疾患や

病状について正しく理解することを促す観点からピアサポー

ターを養成し、ピアサポーターが活躍する場の創出・拡大に

ついて検討する等により、ピアサポートの活用を推進するた

めの体制整備に努めること。 

（６） アウトリーチ支援に係る事業 

都道府県等は、精神障害者の地域生活を支援するため、多

職種による訪問支援（以下この実施要領において「アウトリ

ーチ支援」という。）を行い、支援対象者及びその家族等（以

下この実施要領において「対象者」という。）の状態等に応じ

て、必要な支援が適切に提供される体制の整備に努めること。 

また、個別の支援を通じて、保健・医療・福祉の連携によ

る重層的な支援体制の構築を図ること。 

実施にあたっては、実施主体において、アウトリーチ支援

の実施が有効であると判断した対象者に対して行うものとす

る。 

（対象者の例） 

・ 精神疾患が疑われる未治療者 

・ 精神科医療の中断者 

・ ひきこもりの精神障害者 

・ 精神科病院への入退院を繰り返す者 

・ 精神疾患による長期（概ね１年以上）入院後の退院 

都道府県等は、措置入院者等の退院後の医療等の継続支援

が実施できるように、制度の周知や人材育成などの必要な取

組の実施に努めること。 

 

 

 

（６） 入院中の精神障害者の地域移行に係る事業 

都道府県等は、精神科病院等に入院中の患者を対象に、退

院に向けた包括的な相談・支援の実施等、入院中の精神障害

者の地域移行に係る取組に努めること。 
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 者 

・ アウトリーチ支援が有効であると実施主体が判断し

た者 

アウトリーチ支援を行うにあたっては、多職種による訪問

支援が行える体制を整備すること。その際、精神科医師と十

分に連携が図れる体制をとること。 

新規導入者の選定、概ね６ヶ月時点における支援内容の評

価、終了者の検討については、都道府県等（保健所、精神保

健福祉センタ－等）及び支援者等が参画したケース・カンフ

ァレンスを開催すること。 

また、新規者、概ね６ヶ月時点での状況、終了者について

は、事業の実施主体である都道府県等へ報告すること。都道

府県等は、精神科病院等に入院中の患者を対象に、退院に向

けた包括的な相談・支援の実施等、入院中の精神障害者の地

域移行に係る取組に努めること。 

（７） 措置入院者及び緊急措置入院者の退院後の医療等の継続支

援に係る事業 

都道府県等は、措置入院者等の退院後の医療等の継続支援

が実施できるように、制度の周知や人材育成などの必要な取

組の実施に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７） 精神障害者の家族支援に係る事業 

都道府県等は、精神障害者の家族が、包括ケアシステムに

対する理解を深めるとともに、家族が安心して、精神障害者

本人に対する支援ができるよう、家族支援に努めること。な

お、実施においては、以下の点に留意すること。 

ア 相談等を通じて家族のニーズを把握すること。その上で、

精神障害者の家族が抱える課題を整理して、それぞれのニー

ズに合った支援を行うよう努めること。 
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（８） 構築推進サポーターの活用に係る事業 

     都道府県等は、自治体等関係機関が退院前の精神障害者や

退院後の精神障害者の支援を行うに際し、構築推進サポータ

ー（※）の活用に努めること。 

    （※業務の例） 

各種福祉サービスの利用方法、活用方法に係る必要な助

言や指導等を医療機関や指定一般相談支援事業所等に行う

とともに、取組に係る意識啓発を行う。 

      ・ 病院や施設等の関係機関に対する協力要請、地域資 

源に係る情報提供 

      ・ 退院後支援計画に対する必要な助言、指導 

      ・ 課題解決に関する助言、指導 

      ・ 自治体等が開催する研修会の講師 等 

   （※職種の例） 

      ・ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

支援事業に参加する都道府県、指定都市及び特別区が

イ 協議の場等を活用し、精神障害者の家族が抱える課題等を

共有化するよう努めること。 

ウ 包括ケアシステムの構築に向けた課題等について、保健・

医療・福祉関係者と家族が互いに理解できるような機会（合

同研修会等）を設けるよう努めること。 

エ 家族会等の組織育成支援にあたっては、家族会を後方支援

できるようなネットワークづくりに努めること。 

（新規） 
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推薦し、国で任命する都道府県等密着アドバイザー 

      ・ 精神保健福祉士またはこれと同等程度の知識を有す

る者のうち、地域包括ケアシステムの構築に必要な体

制整備の総合調整能力を有する者として自治体が選定

した者（地域援助事業者等） 

 （９） 精神医療相談に係る事業 

    ア ２４時間精神医療相談窓口 

都道府県等は、特に休日、夜間における精神障害者及び

家族等からの相談に対応するため、地域の実情に合わせて、

精神保健福祉センター、精神科救急情報センター、医療機

関等に精神医療相談窓口の機能を設けるものとする。 

精神医療相談窓口においては、精神障害者の疾病の重篤

化を軽減する観点から、精神障害者等の症状の緩和が図れ

るよう適切に対応するとともに、必要に応じて医療機関の

紹介や受診指導を行うものとする。 

なお、当該窓口の整備にあたっては、既に整備されてい

る相談窓口等の連携により、地域において２４時間の相談

体制が確保されることを妨げるものではない。 

イ 相談体制 

相談窓口は、原則２４時間３６５日体制をとることとし、

休日、夜間は確実に対応できるものとする。 

相談窓口には、精神科の臨床経験を有する看護職員、精

神保健福祉士、その他当該地域の精神保健福祉対策に精通

 

 

 

 

 

（新規） 
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した者を置くものとする。また、精神医療相談に、迅速か

つ適切に対応できるような体制（精神科医のオンコール等

による。）を整えるものとする。 

ウ 精神医療相談窓口の周知 

相談窓口は、管内の行政機関や医療機関等を通じて広報

するものとし、内科、小児科等の休日・夜間診療案内等と

併せて行うなど、精神障害者及び家族等が十分に活用でき

るよう効果的な周知に努めるものとする。 

（10） 医療連携体制の構築に係る事業 

     都道府県等は、身体合併症を有する精神障害者や従来の治

療では効果が乏しく、治療抵抗性統合失調症治療薬等の専門

的治療が必要とされる難治性患者等の治療を実施するため

に、精神科医療機関と他科とのネットワークの構築等、地域

での支援体制の構築に努めること。 

（支援対象者の例） 

      従来の治療では効果が乏しく、治療抵抗性統合失調症治

療薬等の専門的治療が必要とされる難治性患者 

    （事業内容の例） 

      医療機関及びその他関係者による連携会議の開催、研修 

の開催等 

（11） 精神障害者の地域移行・地域定着関係職員に対する研修に

係る事業 

都道府県等は、精神科医療機関、障害福祉サービス事業所、

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 精神障害者の地域移行関係職員に対する研修に係る事業 

 

都道府県等は、精神科病院、障害福祉サービス事業所、介
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介護保険サービス事業所等の職員に対し、精神障害者の地域

移行・地域定着に関する保健・医療・福祉の相互理解を促進

するため、地域の関係者と協働し、研修の実施に努めること。 

なお、研修においては、以下の点に留意すること。 

    ア 原則、精神科医療機関、障害福祉サービス事業所等の関

係職員が合同で参加するものとなるよう努めること。 

イ 精神科医療機関等の医療従事者及び相談支援事業所等の

職員が精神障害者の地域移行・地域定着に関し相互理解を

深められるものであること。 

ウ 地域包括ケアシステムの構築に資する内容であること。 

（12） 入院中の精神障害者の地域生活支援に係る事業 

都道府県等は、精神科医療機関等に入院中の患者を対象に、

包括的な相談支援の実施等、地域生活支援に係る取組に努め

ること。 

 

 

（13） 地域包括ケアシステムの構築状況の評価に係る事業 

都道府県等は、地域包括ケアシステムの構築状況の実態把

握に努めること。具体的な方法例として、ReMHRAD(リムラッ

ド)（地域精神保健医療福祉資源分析データベース）や精神保

健福祉資料等の既存データの活用、アンケート調査や関係団

体等へのヒアリング、精神障害者や家族等のニーズの把握に

よる現状分析及び事業の評価等がある。 

護保険サービス事業所等の職員に対し、精神障害者の地域移

行に関する保健・医療・福祉の相互理解を促進するため、地

域の関係者と協働し、研修の実施に努めること。なお、研修

においては、以下の点に留意すること。 

（新規） 

 

ア 精神科病院等の医療従事者及び相談支援事業所等の職員が

精神障害者の地域移行に関し相互理解を深められるものであ

ること。 

イ 包括ケアシステムの構築に資する内容であること。 

（９） 包括ケアシステムの構築状況の評価に係る事業 

都道府県等は、包括ケアシステムの構築状況の実態把握に

努めること。具体的な方法例として、アンケート調査や関係

団体等へのヒアリング、精神障害者や家族等のニーズ把握、

精神保健福祉資料等の既存データの活用、分析、評価、活用

等がある。 

（10） 普及啓発に係る事業 

都道府県等は、各地域でのシンポジウム等の普及啓発事業

の実施により、精神障害者に対する地域住民の理解を深める

よう努めること。 
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（14） その他 

都道府県等は、（１）から（13）までに掲げる事業のほか、

地域包括ケアシステムの構築に資する事業を実施することが

できる。 

 

４ 留意事項 

 （１） 都道府県等は、本事業を実施するにあたり、「精神障害にも

対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業」において作

成する「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築の

ための手引き」を参照・活用すること。 

（２） 支援対象者等のプライバシーの尊重に万全を期するものと

し、個人情報に関する管理責任者を定めるとともに、支援従

事者は正当な理由なくその業務を通じ知り得た個人情報を漏

らしてはならないこと。 

（３） 都道府県等は、事業の一部を補助により実施する場合、事

業の趣旨を踏まえた補助に係る要綱を定める等、事業が適切

に行われるよう必要かつ適切に関与しなければならない。 

（４） 都道府県等は、事業の一部を委託する場合、受託者に対し、

委託する業務の内容、個人情報の適切な取扱いに関する内容

等を契約に盛り込み受託者の義務とするほか、業務が適切に

行われていることを定期的に確認することなど必要かつ適切

な監督をしなければならない。 

（５） 医療保険、介護保険、自立支援給付等の既存制度で請求可

（11） その他 

都道府県等は、（１）から（10）までに掲げる事業のほか、

包括ケアシステムの構築に資する事業を実施することができ

る。 

 

４ 留意事項 

（新規） 

 

 

 

（１） 支援対象者等のプライバシーの尊重に万全を期するものと

し、個人情報に関する管理責任者を定めるとともに、支援従

事者は正当な理由なくその業務を通じ知り得た個人情報を漏

らしてはならないこと。 

（２） 都道府県等は、事業の一部を補助により実施する場合、事

業の趣旨を踏まえた補助に係る要綱を定める等、事業が適切

に行われるよう必要かつ適切に関与しなければな らない。 

（３） 都道府県等は、事業の一部を委託する場合、受託者に対し、

委託する業務の内容、個人情報の適切な取扱いに関する内容

等を契約に盛り込み受託者の義務とするほか、業務が適切に

行われていることを定期的に確認することなど必要かつ適切

な監督をしなければならない。 

（４） 医療保険、介護保険、自立支援給付等の既存制度で請求可
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能な支援と重複する支援内容については、本事業の補助対象

とはならないので留意すること。 

（６） 都道府県等は、地域の実情に合わせ３（２）～（14）の事

業メニューを実施することができるが、その際は、３（１）

に定めた協議の場を必ず設けるものとする。 

    ただし、３（９）の事業メニューのみを実施する場合にあ

っては、「精神科救急医療体制整備事業実施要綱（平成 20年

５月 26日付け障発第 0526001号厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部長通知の別紙）の３（１）に定める精神科救急医

療体制連絡調整委員会等に代えることができる。 

（７） 都道府県等は、本事業の実施状況について、事業の一部を

委託している場合も含め、関係実施機関から事業実施の報告

を求めるとともに、事業実施状況の調査・指導等を行うこと。 

 

（８） 都道府県等は、本事業を実施した場合、事業メニュー毎の

実施内容やピアサポーター養成者数などの実績について、別

途通知する様式により翌年度４月末までに、当部精神・障害

保健課あて報告を行うこと。 

（９） 都道府県等は、国が地域包括ケアシステムの構築推進に向

けて実施する会議や調査等に協力すること。 

 

（10） 別紙２の３の（１）のなお書きの規定にかかわらず、実施

主体が団体等（市町村、特別区、広域連合、一部事務組合を

能な支援と重複する支援内容については、本事業の補助対象

とはならないので留意すること。 

（５） 都道府県等は、地域の実情に合わせ３（２）～（10）の事

業メニューを実施することができるが、その際は、３（１）

に定めた協議の場を必ず設けるものとする。 

 

 

 

 

 

（６） 都道府県等は、本事業の実施状況について、事業の一部を

委託している場合も含め、関係実施機関から事業実施の報告

を求めるとともに、事業実施状況の調査・指導等を行うもの

とする。 

(新規) 

 

 

 

（７） 都道府県等は、精神障害にも対応した地域包括ケアシステ

ムの構築推進に向けて国が実施する会議や調査等に協力する

こと。 

（８） 別紙２の３の（１）のなお書きの規定にかかわらず、実施

主体が団体等（市町村、特別区、広域連合、一部事務組合を
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含む。）に事業の全部又は一部を委託することができるものと

する。 

 

 

（別記２－22） 

地域生活支援事業の効果的な取組推進事業実施要領 

 

 

１ 目的（同右） 

 

２ 実施主体 

都道府県、市区町村（市町村及び特別区をいう。以下この実施要

領において同じ。） 

 

３ 事業内容 

実施主体は、次の事業を実施する。 

 

（１） 地域生活支援事業運営協議会の設置・運営（同右） 

（２） 実態把握調査の実施 

実施主体は、アの対象地方公共団体内で実施するイの対象

事業について、厚生労働省から提供される調査票（案）を基

本に、地域の実情を踏まえ、運営協議会で検討した内容に関

する実態把握調査を実施する。 

含む。）に事業の全部又は一部を委託することができるものと

する。 

 

 

（別記２－22） 

地域のニーズに基づく効果的な地域生活支援事業実施のための実態把

握事業実施要領 

 

１ 目的（略） 

 

２ 実施主体 

都道府県、市区町村（市町村及び特別区をいう。以下この実施要

領において同じ。）のうち都道府県が推薦するもの 

 

３ 事業内容 

実施主体は、次の（１）から（３）までに掲げる事業の全てを実

施する。 

（１） 地域生活支援事業運営協議会の設置・運営（略） 

（２） 実態把握調査の実施 

実施主体は、アの対象地方公共団体内で実施するイの対象

事業について、ウの調査内容による実態把握調査を実施する。 
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ア・イ（同右）  

ウ 調査内容 

厚生労働省から別途送付する調査票（案）を基本として、

（１）の運営協議会等により地域の実情を踏まえて設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 地域生活支援事業の効果的な取組の実施 

ア・イ（略） 

ウ 調査内容 

調査内容は次の（ア）及び（イ）に掲げるものとする。 

 

（ア） 基礎的調査 

実施主体は、基礎的調査として、別に定める手法等に

より、次のａからｅまでに掲げる情報について収集・分

析を行うものとする。 

ａ 地域の障害者等に関する情報 

ｂ 対象事業の利用に関する情報 

ｃ 対象事業を実施又は運営する事業者等の情報 

ｄ 対象事業との代替性・補完性を有する地域資源に関す

る情報 

ｅ その他運営協議会が必要と認める情報 

（イ） 利用者の満足度等調査 

実施主体は、利用者の満足度等調査として、別に定め

る手法等により、次のａ及びｂに掲げる意見を聴くもの

とする。 

ａ 対象事業の利用に関する障害者等又はその家族の意見 

ｂ 対象事業の利用による生活状況の改善等に関する医療

福祉専門職の意見 

ｃ その他運営協議会が必要と認める者の意見 

（新規） 
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    地域生活支援事業の効果的な取組を検証、実施することに

より、課題と好事例を収集し、全国に効果的な取組の普及を

図る。 

   【事業実施の例】 

  ・ 障害者ニーズに留意した事業適正化の取組の工夫 

  ・ 事業の質の向上に向けた取組 

  ・ 利用者ニーズの適正な把握と、それに基づく効果的な事業

の見直し 

  ・ 広域実施の取組などの効率的・効果的な取組（対象者や社

会資源が少ない地域、調整が困難な事例への対応など） 

  ・ 地域生活支援事業以外の施策との連携 等 

（４） 厚生労働省への報告 

実施主体は、運営協議会による議論や（２）の実態把握調

査の結果や（３）の効果的な取組の実証による課題等を踏ま

えた報告書を作成し、厚生労働省に報告する。 

 

４ 留意事項 

（１）（同右） 

（２） ３の（３）の効果的な取組の実施については、地域生活支

援事業の効果的な取組について課題を検証するための各自治

体の新たな試みに対する係り増し経費に要する補助であるた

め、各自治体の既存事業や地域生活支援事業の各事業と重複

するものについては補助対象とならないので留意すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 厚生労働省への報告 

実施主体は、運営協議会による議論や（２）の実態把握調

査の結果等を踏まえた報告書を作成し、別に定めるところによ

り厚生労働省に報告する。 

 

４ 留意事項 

（１）（略） 

（新規） 

 

 

 

 



25 

 

（３） 本事業は、調査内容に個人情報が多く含まれることが想定

されるため、事業の一部を委託する場合は、個人情報保護の

ための条件を付すともに、事業終了後も委託先が知り得た情

報を漏洩しないよう徹底させるとともに、再委託については

慎重に対応すること。 

（４） ３の（４）の厚生労働省への報告の時期については、別に

定めることとしているが、中間報告を１２月、最終報告を年

度末とすることを想定しているので留意すること。 

（５） 実施主体は、厚生労働省が実施する調査や令和２年度障害

者総合福祉推進事業による調査等に関する厚生労働省から協

力依頼があった場合は、協力に努めること。 

（削除） 

 

 

 

（別記２－23）（同右） 

 

（別記２－24） 

意思疎通支援従事者キャリアパス構築支援事業実施要領 

 

１ 目的 

現に手話通訳士、手話通訳者、手話奉仕員、要約筆記者及び盲ろ

う者向け通訳・介助員として意思疎通支援に携わる者のスキルアッ

（２） 本事業は、調査内容に個人情報が多く含まれることが想定

されるため、事業の一部を委託する場合は、個人情報保護の

ための条件を付すともに、事業終了後も委託先が知り得た情

報を漏洩しないよう徹底させるとともに、再委託については

慎重に対応すること。 

（３） ３の（３）の厚生労働省への報告の時期については、別に

定めることとしているが、中間報告を１２月、最終報告を年

度末とすることを想定しているので留意すること。 

（４） 実施主体は、厚生労働省が実施する調査や平成３１年度障

害者総合福祉推進事業による調査等に関する厚生労働省から

協力依頼があった場合は、協力に努めること。 

（５） 本事業の成果は、第６期障害福祉計画の策定時に市区町村

が活用できるワークシートの作成に活用する予定であるの

で、あらかじめ了知すること。 

 

（別記２－23）（略） 

 

（別記２－24） 

意思疎通支援従事者キャリアパス構築支援事業実施要領 

 

１ 目的 

現に手話通訳士、手話通訳者、手話奉仕員、要約筆記者及び盲ろ

う者向け通訳・介助員として意思疎通支援に携わる者のスキルアッ
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プを図るとともに、手話通訳士の確保及び資質の向上を図る。 

また、地域における計画的な意思疎通支援者の養成を推進するこ

とにより、意思疎通を図ることに支障がある障害者等の自立と社会

参加を目的とする。 

 

２ 実施主体（同右） 

 

３ 事業内容 

（１） 現任職員スキルアップ支援事業 

ア～ウ（同右） 

エ 要約筆記者スキルアップ支援事業 

要約筆記者を対象として、現任研修を実施する。なお、要

約筆記奉仕員から要約筆記者へのステップアップを目的に研

修を実施する場合、本事業を実施して差し支えない。 

事業実施に当たっては、平成２３年３月３０日障企自発０

３３０第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課

自立支援振興室長通知「要約筆記者の養成カリキュラム等に

ついて」を基本に実施すること。 

また、実施主体は、要約筆記奉仕員が現任研修を修了した

際に登録試験を行い、合格者については、本人の承諾を得た

上で、要約筆記者として登録を行うこと。登録した者に対し

ては、これを証明する証票を交付するとともに、本人の要約

筆記活動の便宜を図るため、管内の市町村に名簿を送付する

プを図るとともに、手話通訳士の確保及び資質の向上を図り、意思

疎通を図ることに支障がある障害者等の自立と社会参加を目的とす

る。 

 

 

２ 実施主体（略） 

 

３ 事業内容 

（１） 現任職員スキルアップ支援事業 

ア～ウ（略） 

エ 要約筆記奉仕員スキルアップ支援事業 

要約筆記者を目指す要約筆記奉仕員を対象として、現任研

修を実施する。 

 

事業実施に当たっては、平成２３年３月３０日障企自発０

３３０第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課

自立支援振興室長通知「要約筆記者の養成カリキュラム等に

ついて」を基本に実施すること。 

また、実施主体は、現任研修を修了したものに対して、登

録試験を行い、合格者について、本人の承諾を得て、要約筆

記者として登録を行うこと。登録した者に対しては、これを

証明する証票を交付するとともに、本人の要約筆記活動の便

宜を図るため、管内の市町村に名簿を送付すること。なお、
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こと。なお、活動ができなくなった者については、証票を返

還させ登録を抹消すること。 

なお、やむを得ない事由により登録試験の実施が困難であ

る場合は、当面、現任研修の成績等をもって登録試験の合格

者として取り扱うことができることとする。 

オ （同右） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 地域における意思疎通支援者の計画的な養成支援事業 

    手話通訳者をはじめ意思疎通支援を行う者の地域における

養成を促進するため、県及び政令市のレベルでコーディネー

ターを配置し、地域の課題などの把握や、市町村で行う事業

と都道府県で行う事業とを連携させること等により、支援者

の質と量の充実を図る。 

    【事業実施（例）】  

① 地域における『意思疎通支援者養成計画』の作成（需

活動ができなくなった者については、証票を返還させ登録を

抹消すること。 

なお、やむを得ない事由により登録試験の実施が困難であ

る場合は、当面、現員研修の成績等をもって登録試験の合格

者として取り扱うことができることとする。 

オ （略） 

（２） 手話通訳士緊急確保対策事業 

地域における手話通訳士の確保と技術向上に向け、社会福

祉法人聴力障害者情報文化センターが実施する手話通訳士試

験の合格を目指した講座及び手話通訳士の技術向上のための

講座について、管内より受講者を選定し受講させる。 

受講者の選定に当たっては、手話通訳の派遣を行う事業所

等と協議・連携し、選定すること。また、手話通訳士の技術

向上のための講座については、原則、前年度合格した手話通

訳士を選定すること。 

（新規） 
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要と必要数、養成数等） 

② 意思疎通支援者養成に係る地域課題の把握、改善手法

の検討 

③ 広域実施の体制整備、市町村間の調整、好事例の展開 

④ 高校生や大学生等、若年層への働きかけ 

⑤ 難聴児の家族等への支援 等 

 

４ 留意事項（同右） 

 

 

（別記２－25） 

重度訪問介護利用者の大学修学支援事業 

 

１・２（同右） 

３ 事業内容 

（１）・（２）（同右） 

（３） 大学等の要件 

本事業の対象となる大学等は、学校教育法（昭和２２年法

律第２６号）に基づく大学等（大学（大学院及び短期大学を

含む。）、高等専門学校、専修学校及び各種学校）とする。 

また、本事業は、大学等が対象者に対する修学に係る支援

体制を構築できるまでの間において支援を提供するものであ

ることから、修学先の大学等については以下のア及びイの要

 

 

 

 

 

 

 

４ 留意事項（略） 

 

 

（別記２－25） 

重度訪問介護利用者の大学修学支援事業 

 

１・２（略） 

３ 事業内容 

（１）・（２）（略） 

（３） 大学等の要件 

本事業の対象となる大学等は、学校教育法（昭和２２年法

律第２６号）に基づく大学等（大学（大学院及び短期大学を

含む。）及び高等専門学校）とする。 

また、本事業は、大学等が対象者に対する修学に係る支援

体制を構築できるまでの間において支援を提供するものであ

ることから、修学先の大学等については以下のア及びイの要
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件を満たすこととする。 

ア・イ（同右） 

（４）（同右） 

 

４ 留意事項（同右） 

 

（別記２－26） 

地域における読書バリアフリー体制強化事業実施要領 

 

１ 目的 

視覚障害者等（＝視覚障害、発達障害、肢体不自由等の障害によ

り、書籍について、視覚による表現の認識が困難な者）が、地域に

おいてより身近に読書が楽しめるよう、読書バリアフリーに向けた

地域における環境整備のための取組を総合的に実施することによ

り、視覚障害者等の読書環境の整備を図ることを目的とする。 

 

２ 実施主体 

都道府県、指定都市及び中核市 

 

３ 事業内容 

（１） 点字図書館と公共図書館等の連携強化 

    点字図書館と公共図書館等が連携できるよう、協議会の場

を設けるほか、点字図書館から公共図書館等に対して対面朗

件を満たすこととする。 

ア・イ（略） 

（４）（略） 

 

４ 留意事項（略） 

 

（新規） 
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読サービスやサピエの利用にあたっての支援に関するノウハ

ウの提供やサービス実施の充実に向けた研修会等を実施す

る。 

 

（２） 視覚障害以外の障害者に対する利用促進に対する支援 

    視覚障害のみならずその他の障害（上肢障害や識字障害な

ど）のある者のサピエ等の利用促進にかかる取組（障害者団

体との協議会の設置など）や、視覚障害以外の障害に関する

接遇や留意点等の研修を実施。 

 

（３） 地域における図書等の点字・音声・テキストデータ化がで

きる人材養成の強化 

    点字図書館と公共図書館の連携に併せて、地域における点

訳奉仕員・音訳奉仕員の養成の推進にも取り組む。 

 

（４） その他読書バリアフリー体制の強化に資する取組 

 

４ 留意事項 

  事業の実施に当たっては、「視覚障害者等の読書環境の整備の推進

に関する法律（読書バリアフリー法）」等を踏まえ、地域の関係機関

等（公立図書館や学校図書館、障害者団体等）と連携を図りながら

取り組むこと。 
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（別記２－27） 

聴覚障害児支援中核機能モデル事業実施要領 

 

１ 目的 

聴覚障害児の支援は乳児からの適切な支援が必要であり、また状

態像が多様になっているため、切れ目のない支援と多様な状態像へ

の支援が求められる。 

このため、福祉部局と教育部局が連携を強化し、聴覚障害児支

援の中核機能を整備し、聴覚障害児と保護者に適切な情報と支援を

提供することを目的とする。 

 

２ 実施主体 

都道府県、指定都市 

 

３ 事業内容 

令和２年２月１８日障発０２１８第６号厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部長通知「聴覚障害児支援中核機能モデル事業の実施

について」に基づき実施する。 

 

（別記２－28） 

特別促進事業実施要領 

 

１～４（同右） 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記２－26） 

特別促進事業実施要領 

 

１～４（略） 
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